　　は，債権者の氏名と金額は添付の内訳書に一覧表として記載されて

　　いたが，氏名は創氏改名による日本名を，住所は本籍地の郡までし

　　か記載されておらず，多くが解雇年月日不詳とされ，また被供託者

　　らに対する供託通知も行われなかった。

（３）控訴人らは，この弁済供託は供託原因を欠くものであると主張する

　が，前掲の各証拠及び弁論の全趣旨によれば，当時は日本と韓国との

　間に国交がなかったことなどから，控訴人らの権利行使が困難であっ

　たのと同様に，旧三菱から韓国に居住する控訴人らを含む朝鮮人労働

　者に対する弁済の履行も，その居所についての調査ができず，通信も

　容易でないなど，困難であったことが窺えるのであって，債権者が弁

　済を受領することができない場合に該当するということができ，供託

　原因は存在するものと認めるのが相当である。

　　もっとも，控訴人らを含む徴用工ちは，被控訴人国による徴用の手

　続を経て旧三菱の広島機械製作所及び広島造船所に配置されたのであ

　るから，旧三菱が徴用時の控訴人らの住所を把握していないことは考

　えられず，それにもかかわらず，上記のとおり，その住所について，

　本籍として郡までしか記載しなかったことは，被供託者の特定の点で

　不十分というべきである。現に，そのために，控訴人らは，被供託者

　本人であることが証明されていないなどとして，供託関係書類の閲覧

　すらできなかったのであり（甲１，８，９，弁論の全趣旨），このこ

　とは控訴人らが供託権利者として還付請求等を行う場合においても同

　様に障害となることを示すものであり，そうである以上は，この供託

　を有効として弁済の効果を認めることはできない。また，少なくとも，

　旧三菱がそのような不十分な供託手続を行っている以上は，被控訴人

　三菱や同菱重が供託の効果を主張することは信義則上許されないとい

　うべきである。

　　控訴人らは，そのほかにも，解雇日が不詳としながら未払賃金が供

　託されていたり，国民貯金未払分も含めて，その金額が低額で，端数

　がなかったり，各人間の金額の格差が大きかったりして不自然である

　こと，控訴人ら被供託者に対して供託通知書が送付されていないこと

　を指摘している。供託金額については，当時の状況からすれば，なか

　には不正確なものが含まれている可能性のあることは否定できないも

　のの，そのような債権額の算定の誤りの結果，債権の一部の供託とな

　って供託が無効と解されることがあるのは別として，本件各証拠によ

　っても，上記供託における債権額の算定や内容が，明らかに本旨弁済

　と認めるに足りず，それにより供託を無効とすべきものとまでは認め

　ることができない。供託通知書の送付についても，供託の有効要件で

　はなく，この通知を怠ったことによって債権者に損害が生じた場合に，

　債務者がその賠償義務を負うにとどまるものと解される。
（４）控訴人らは，被控訴人国が，上記のような供託を受理したことをも

　って違法であると主張する。しかし，供託申請の受理に当たっては，

　供託書の適式性，添付書類の存否等の手続的要件のほか，提出された

　供託書及び添付書類に基づいて判断する限りにおいて，供託原因の存

　否等の実体的要件についても審査すべきものと解されるものの（最高

　裁判所昭和５６年(行ﾂ）第８３号昭和５９年１１月２６日第二小法廷判決

　・訟務月報３１巻７号１５８５貢参照），それ以上に審査が及ぶもの

　ではなく，本件についていえば，供託者が被供託者の正確な住所を知

　っているか否かまで調査すべきものとは解されない。その他に，本件

　供託が上記理由で無効と認められることに関連して，被控訴人国が本

　件供託を受理したことをもって違法とすべき事情の存在は認められな

　い。

（５）控訴人らは，上記の供託は，被控訴人国と旧三菱ら企業とが共謀し

て，控訴人ら朝鮮人徴用工からの未払金支払要求や補償要求を封じる

ことを目的として，その権利行使を妨げるために行った違法な行為で

あると主張している。

　前記認定したところや，証拠（甲２２２，２２７の１ないし１０，

２３３，２３９ないし２４１，２４３，丙１３，１９の１ないし４）

及び弁論の全趣旨によれば，控訴人らの主張するように，朝鮮人労働

者からの各企業に対する未払金請求等の要求行動は，終戦後間もなく

から始まっており，古河足尾鉱業所や日本製鐡釜石製鉄所，同八幡製

鉄所等をはじめとして，全国各地で朝鮮人労働者白身や朝鮮人連盟等

の朝鮮人団体と企業との交渉が重ねられていたこと，これに対して被

控訴人国は，その交渉がしばしば紛糾するなどの事情のあったことか

ら，朝鮮人連盟の代理資格等交渉における問題点を指摘して，昭和２

１年（１９４６年）９月には，未払金については供託をする旨の方針

を示して各企業を指導したこと，各企業もこの指導に応じて，供託に

よって対応するようになり，本件に関しても，旧三菱は昭和２３年

（１９４８年）９月７日に上記のような供託を行っていることが認め

られる。しかし，旧三菱や被控訴人三菱，同菱重が，供託を理由に責

任を否定するような積極的言動をとった事実を認め得る証拠はなく，

昭和４９年（１９７４年）８月に援護協会の役員らが来日して被控訴

人三菱との間で交渉を始めて以降についても同様である。

　これによれば，被控訴人国も各企業も，朝鮮人労働者等からの要求

活動への対応に苦慮していたことや，その対応策として供託による方

法が考えられ，実施されたことが認められるのであるが，供託原因が

存在する以上は，供託は債務者の権利でもあるのであって，それが朝

鮮人労働者等からの要求行動への対応策であったとしても，その限り

では，それ故に供託が違法になり，不法行為と評価されるものではな

　　　い。本件における供託に供託原因の認められることは上記のとおりで

　　　ある。もっとも，控訴人らの住所について不十分な記載をしているも

　　　のではあるが，実際に，旧三菱や被控訴人三菱らが，本件訴訟前の交

　　　渉等において，殊更，積極的に供託の事実をもって徴用工らからの要

　　　求に対抗したことが認められないことからすれば，被控訴人国や旧三

　　　菱において，あえて被供託者の供託権利者としての権利行使ができな

　　　いような供託をした上で，その要求行動に対しては供託による債務消

　　　滅を対抗手段として用いる意図であったものとまでは認められない。

　　　　したがって，旧三菱による供託が控訴人らの債権の行使を妨げる債

　　　権侵害の不法行為であるとする控訴人らの主張も認められない。

５　被控訴人三菱及び同菱重に対する請求について

（－）国際法に基づく責任について

　　　国際法に基づく責任に関する控訴人らの主張に理由のないことは，被

　控訴人国に対する請求についての判断において述べたとおりであり，同

　　様の理由で，旧三菱についての国際法違反を理由とする控訴人らの主張

　　は認められない。

（二）不法行為に基づく損害賠償責任について

　　被控訴人国の不法行為について検討したところ（前記４(一）（２）ア（ア））と

　　同様に，控訴人らの徴用に関しては，当時の法制下では徴用それ自体は

　　当然に違法とはいえないものの，その実行に当たって，国民徴用令等の

　　定めを逸脱した違法な行為が行われたことが窺われ，旧三菱についても，

　　この点で被控訴入国と同じく不法行為が成立する余地があるものと認め

　　られる。

　　控訴人らは，控訴人らが原爆に被爆した後，旧三菱が何らの救護措置

　　も講じることなく控訴人らを放置し，また，控訴人らを元の居住地に送

　　還しなかったことについても，旧三菱の不法行為である旨主張している

　が，旧三菱がこれらを怠ったとしても直ちに不法行為と認め得るもので

　はなく，旧三菱と控訴人らとの関係からすれば，後述するとおり，旧三

　菱の安全配慮義務違反と考えるのが相当である。

（三）　安全配慮義務違反による損害賠償責任について

（１）控訴人らは，控訴人らと旧三菱との問には通常の労働契約関係は存

　　しなかったものの，旧三菱は控訴人らをその監視下において，直接控

　　訴人らに労働を強いたものであるから，その実態に照らして事実上の

　　労働関係があり，安全配慮義務が認められる特別の社会的接触の関係

　　の存在が認められ，旧三菱は控訴人らに対し，その生命，身体等を危

　　険から保護すべき義務を負っていたところ，その不履行があった旨主

　　張する。

　　　控訴人らと旧三菱との間の法律関係は，国民徴用令に基づく徴用に

　　よって設定されたものであり，雇用契約等の契約関係が存在するもの

　　とは考えられない。しかし，その実態は，前記認定したとおり，控訴

　　人らは旧三菱の各工場に配置され，旧三菱の設置管理する工場施設に

　　おいて生活し，旧三菱の労務管理の中に組み込まれて，その指示の下

　　でそれぞれの作業に従事し，これに対し，旧三菱は控訴人らに賃金を

　　支払っていたものである。この事実からすれば，控訴人らと旧三菱と

　　の間には，雇用契約は存在しなかったものの，それに準ずる法律関係

　　が存在し，信義則上，安全配慮義務が認められるような特別の社会的

　　接触の関係があったものと認めるのが相当である。

　　　したがって，旧三菱は，この法律関係に基づく付随的義務として，

　控訴人らから労務の提供等を受けるに当たって，控訴人らの生命，身

　体等に対する保護義務（安全配慮義務）を負っていたものと認められ

　　る。被控訴人三菱らは，明治憲法下の本件当時には安全配慮義務を負

　　うことは考えられない旨主張するが，この義務は憲法の規定内容にか

　かわらず，雇用契約等の契約関係やこれに準ずる法律関係に基づいて，

　特別な社会的接触の関係に入ったことを理由に信義則上負担する法的

　義務と解されるのであるから，上記主張は理由がない。

（２）そこで，旧三菱に控訴人らに対する上記義務違反が認められるか検

　討する。

　　控訴人らは，旧三菱は十分な休息や食事を与えずに長時間過酷な労

　働に控訴人らを従事させたこと，何らの訓練も教育もないまま控訴人

　らに危険な業務を担当させ，実際に作業により負傷した者もいたこと，

　工場だけでなく寮においても控訴人らを監視して拘束したこと，原爆

　が投下され控訴人らが被爆した後も何らの救護措置も講じることなく

　放置し，元の居住地へ送還しようともしなかったことなどを挙げて，

　旧三菱には控訴人らに対する安全配慮義務違反があると主張する。

　　そして，旧三菱の広島機械製作所及び広島造船所における控訴人ら

　の生活及び就労等の状況については前記認定したとおりであり，現在

　と比較すれば，貧弱で不十分な生活及び労働環境であったことが推察

　されるのであるが，戦争遂行時でわが国の社会全体が物資が不足して

　食糧も十分にないという状況にあったことを前提に考えた場合，本件

　各証拠からは，その食事や生活環境が安全配慮義務に反するといえる

　ほどに劣悪であったものとまでは認めることができない。また，労働

　時間についても，残業や夜間勤務が存在したものとしても，同様に安

　全配慮義務違反といえるほどのものとは認められない。担当した作業

　の内容や，その危険性についても，当時の状況に照らして一般的に安

　全配慮義務違反と認め得るような危険な状態にあったものとまで認め

　るに足りる証拠はなく，作業中に負傷したという控訴人妻建馨（控訴

　人番号１４），控訴人権東鶴（控訴人番号３７）等についても，その

　負傷の状況等が必ずしも明らかではなく，事故や負傷の原因が旧三菱

　　の安全配慮義務違反にあると具体的に認めることはできない。控訴人

　　らを監視していたという点についても，その状況を具体的に判断する

　　に足りる的確な証拠はなく，それが監禁とか拘束に該当するものであ

　　ることまでは認められない。

　　　しかしながら，原爆が投下された後に，旧三菱が控訴人らの救護や

　　保護のための何らの措置も講じず，そればかりか食事等も与えること

　　なく控訴人らを放置していたこと，また，その後，工場の操業が不可

　　能となり，昭和２０年（１９４５年）８月１５日には戦争も終わり，

　　徴用を継続する必要はなくなったにもかかわらず，一部を除いて，控

　　訴人らを送還したり，控訴人らが自ら帰還するのに協力することもな

　　かったことは，前記認定したとおりであり，控訴人らが朝鮮から徴用

　　されて旧三菱の上記各工場に配置され，施設内の寮での生活を義務付

　　けられながら，作業に従事してきたという事実を考えると，少なくと

　　も，これらの点は旧三菱の控訴人らに対する安全配慮義務違反である

　　というべきである。したがって，旧三菱は，これにより控訴人らが被

　　った損害について賠償すべき責任を負うものと認められる。

（四）未払賃金等の請求について

　　控訴人らは，昭和２０年（１９４５年）７月分（同年６月２１日から

　同年７月２０日まで），８月分（同年７月２１日から同年８月２０日ま

　で）及び９月分（同年８月２１日から同月３１日まで）の賃金の未払分，

　旧三菱が控訴人らに対し賃金の半額を朝鮮の家族に送金する旨説明しな

　がら履行していない未払分，さらに，社内預金と称して控訴人らの賃金

　から差し引いて積み立てていた国民貯金相当額の金員について，旧三菱

　には，物価水準の変動に照らしてその名目額の２００倍の金員を支払う

　べき義務があり，控訴人ら各自についての金額は原判決添付の別紙二の

　賃金請求金額一覧表記載のとおりとなる旨主張する。

　　そして，既に述べてきたところによれば，旧三菱には，控訴人らの家

　族に送金する旨説明しながら履行していない分を含めて，控訴人らに対

　する相当額の未払賃金及び預貯金として積み立てていた金員を支払うべ

　き義務のあることが窺われるのではあるが，各控訴人についてそれらの

　具体的金額がいくらになるのかについては，本件全証拠をもってしても

　判断することができない。

　　なお，被控訴人三菱及び同菱重は，本件訴訟においては，旧三菱が昭

　和２３年（１９４８年）９月７日に，控訴人らに対する未払賃金等につ

　いて，広島司法事務局に供託したことにより，控訴人らの賃金債権等は

　消滅していると主張する。しかしながら，その供託をもって有効な弁済

　供託と認められないことは前述したとおりである。

（五）無効供託による債権侵害の不法行為について

　　控訴人らは，旧三菱による控訴人らに対する未払賃金等についての弁

　済供託が債権侵害の不法行為であるとも主張するが，前記４（四）で被控訴

　入国について述べたのと同様の理由により認められない。

（六）（１）以上によれば，旧三菱との関係において，控訴人らには，上記のと

　　おり，本件徴用に伴う不法行為による損害賠償請求権の認められる余

　　地があり，また安全配慮義務違反の債務不履行による損害賠償請求権

　　及び未払賃金等の支払請求権の存することが認められる。

　　　しかしながら，不法行為による損害賠償請求権については，被控訴

　　人国について前記４（一）（３）で述べたのと同様に，既に２０年の除斥期間

　　の経過により消滅しているものと認められ，その余の請求権について，

　　被控訴人三菱及び同菱重は，消滅時効の完成と日韓請求権協定及び財

　　産権措置法による消滅を主張している。

（２）控訴人らの主張する安全配慮義務違反の債務不履行による損害賠償

　　請求権及び未払賃金等の支払請求権は，いずれも遅くとも昭和２０年

（１９４５年）９月よりも以前に発生した債権であり，終戦後の日本

と韓国との問の特殊な外交関係からその権利行使が法的にも極めて困

難であった時期があったものの，日韓条約が締結され，国交が回復し

た昭和４０年（１９６５年）以降は権利行使は可能であったものと考

えられる。また，前記のとおり，援護協会の役員が来日して，昭和４

７年（１９７２年）８月には日本政府に対して被爆被害について補償

の要求をし，昭和４９年（１９７４年）８月には，被控訴人三菱との

間で直接に交渉の機会をもった事実が認められるが，少なくともこの

時期には権利行使は可能になっていたものというべきである。控訴人

らは，その交渉の際に被控訴人三菱が支払義務を否定しなかったこと

や韓国における政治的，社会的状況などの諸事情を挙げて，本件訴訟

の提起時点までは法的な権利行使は現実には期待できなかった旨主張

するが，上記交渉における前記認定したような被控訴人三菱の回答を

もって，法的な意味において控訴人ら主張のように支払義務を否定し

なかったものということはできず，他にこれを認めるに足りる証拠は

なく，その余の控訴人ら主張の事情についても，それにより権利行使

が可能でなかったとは認められない。また，控訴人らの権利の性質か

らも，その行使が現実に期待できなかったものとは認められない。控

訴人らは，被控訴人菱重が旧三菱を承継していることについては，平

成９年（１９９７年）１２月２日に言い渡された長崎地方裁判所の判

決によって初めて知ったとも主張するが，被控訴人菱重は，昭和３２

年３月２５日に設立され，同年１０月３１日に当時の三菱重工業株式

会社を合併して，その旨の登記をしているのであって（丙６，弁論の

全趣旨），被控訴人菱重の存在を知り得なかったものとは認められず，

この点の主張も上記判断を妨げるものではない。

　以上によれば，控訴人らの上記各請求権は，その権利行使が可能に

　なったと認められる時から長くても１０年の期間の経過によって消滅

　時効が完成するところ，控訴人らが被控訴人三菱に対して本件訴訟を

　提起したのはその経過後の平成７年（１９９５年）１２月１１日，被

　控訴人菱重に対しては平成１０年（１９９８年）５月７日であり，被

　控訴人三菱及び同菱貢が原審において消滅時効を援用したことは本件

　記録上明らかであるので，上記各請求権はいずれも既に時効により消

　滅したものと認められる。

（３）控訴人らは，被控訴人三菱らによる消滅時効の援用は信義則に反し，

　権利の濫用であると主張する。

　　債権者が時効期間経過前に権利を行使せず，あるいは時効中断の行

　為をしなかったことについて，時効の援用権者である債務者が債権者

　の権利行使や時効中断行為を妨げる行為に出た場合や，妨害とまでは

　いえなくても権利行使等のできなかった原因が債務者の行為等に基づ

　くものであって，消滅時効の援用を認めて債権を消滅させることが著

　しく正義・公平に反すると認められるような特段の事情のある場合に

　は，債務者による消滅時効の援用は権利の濫用として許されないもの

　と解するのが相当である。

　　そこで検討するに，控訴人らは，強制連行，強制労働そして原爆被

　爆後の放置の違法性が重大で，被害も甚大で救済の必要性の高いこと，

　日本と韓国の外交問題や韓国国内の政治的，社会的諸事情等の外的事

　情による権利行使の不能と被控訴人三菱による補償に対する信頼作出

　の行為などを挙げるのであるが，債権発生の原因となる債務者の行為

　の違法性や債権者の被った被害が重大で，救済の必要性が高度である

　という事情だけで消滅時効の援用を権利濫用とすることは，違法性や

　被害の程度が重大な場合に時効制度の適用を一般的に否定することを

　認めることとなって相当でない。また，本件は，徴用や原爆被爆とい

　う特殊で深刻な被害が生じている事案ではあるものの，旧三菱との関

　係において控訴人らに認められる上記の各請求権の発生に関しては，

　原爆投下後の混乱を考慮すると，その違法性が著しいとまでは認めら

　れない。そして，外的な事情により権利行使が不能であったとするが，

　前記のとおり権利行使が可能になったと判断される昭和４０年（１９

　６５年）の日韓の国交回復後，あるいは，昭和４９年（１９７４年）

　の援護協会役員による被控訴人三菱との交渉の後において，控訴人ら

　の権利行使を不能とするような外的な事情があったと認めることはで

　きず，また，それが外的事情といわれるものである以上は，被控訴人

　三菱らにその原因があるものとも解されない。被控訴人三菱による補

　償への信頼作出行為に関する主張についても，本件の全証拠によって

　も被控訴人三菱にそのような行為があったものとは認められず，ほか

　に被控訴人三菱や同菱重が控訴人らによる権利行使や時効中断のため

　の行為を妨げたり，困難ならしめたといえるような事情も認められな

　いのであって，上記の違法性や被害の重大性，救済の高度の必要性と

　いった事情を正義・公平についての判断の要素として勘案してみても，

　本件において，控訴人らの上記各請求権についての被控訴人三菱及び

　同菱重による消滅時効の援用を権利の濫用とすべき特段の事情が存す

　るものとは認められない。したがって，控訴人らの上記主張は理由が

　ない。

（４）控訴人らは，強制連行，強制労働に基づいて生じた控訴人らの請求

　権は消滅時効にかからせるべきではないとする条理があり，旧三菱が

　控訴人らに対する供託まで行っていることから，被控訴人三菱及び同

　菱重による時効の援用は禁反言の原則に反するとも主張するが，その

　ような条理が存在するものとは認めるに足らず，また，旧三菱が未払

　賃金等について弁済供託を行っているからといって，被控訴人三菱や

　　　同菱重が消滅時効を援用することが妨げられるものではなく，禁反言

　　　に反するとも認められない。

　（５）さらに，控訴人らの被控訴人国に対する請求権に関して前記４（一）（４）

　　　で述べたところからすれば，控訴人らに認められる旧三菱との関係に

　　　おける上記の各請求権についても，同様に，日韓請求権協定の署名の

　　　日以前に生じた事由に基づくもので，法律上の根拠に基づいて財産的

　　　価値の認められる実体的権利であって，日韓請求権協定２条３にいう

　　　「財産，権利及び利益」に該当するものと解すべきであり，同協定及

　　　び財産権措置法１条により昭和４０年（１９６５年）６月２２日をも

　　　って消滅したものと認められる。したがって，この点からも，控訴人

　　　らの被控訴人三菱及び同菱重に対する上記の各請求権は既に消滅して

　　　いることとなる。そして，財産権措置法が憲法に違反するものでない

　　　ことも，既に述べたとおりである。

６　結論

　　以上によれば，控訴人らの本件各請求は，甲事件控訴人ら及び乙事件控

　訴人らが，被控訴人国に対して，違法な４０２号通達の発出等に伴う精神

　的損害についての慰謝料及び弁護士費用として，同控訴人らそれぞれに１

　２０万円及びこれに対する訴状送達の日の翌日（甲事件控訴人らについて

　は平成８年１月１７日，乙事件控訴人らについては同年１０月１日）から

　各支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由

　があるが，同控訴人らの被控訴人国に対するその余の各請求，同控訴人ら

　の被控訴人三菱に対する各請求及び丙事件控訴人らの被控訴人菱重に対す

　る各請求はいずれも理由がない。原判決が，被控訴人三菱及び同菱重に対

する各請求をいずれも棄却したのは結論において相当である。したがって，

原判決中，甲事件控訴人ら及び乙事件控訴人らと被控訴入国に関する部分

　を上記のとおり変更し，甲事件控訴人ら及び乙事件控訴人らの被控訴人三

菱に対する本件各控訴，丙事件控訴人らの被控訴人菱重に対する本件各控

訴をいずれも棄却することとする。なお，被控訴人国との関係での仮執行

宣言については相当でないので，これを付さない。

　よって，主文のとおり判決する。

　広島高等裁判所第３部

裁判長裁判官　　　　西　　　島　　　幸　　　夫

裁判官　　　　斎　　　藤　　　憲　　　次

裁判官　　　　永　　　谷　　　幸　　　恵

　別紙

　　控訴人目録（省略）
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